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関東信越厚生局と関東経済産業局の連携について（平成31年4月17日覚書締結）

 関東信越厚生局と関東経済産業局は、それぞれが有する機能やネットワークを活用し、
連携を強化することにより、地域包括ケアシステムの構築に向けて、管内における地域社
会の課題解決や地域経済の活性化をはかる。

 両局は、それぞれが所管する関係施策や好事例の情報等を提供するとともに、地域包
括ケアシステムの構築に向けて課題を有する地方自治体・介護事業者等とソリューション
を有する⺠間企業等との連携推進に取り組む。

管轄地域︓茨城県、栃木県、群馬県、
埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、⼭梨県、⻑野県

地域包括ケアの推進に関して課
題・ニーズを有する地方自治体等を
両局の職員で訪問し、支援ニーズを
把握するとともに、必要な支援施策
等を提供。

地方自治体

介護事業者等 ⺠間企業

地域住⺠ 支援機関・専門家

地域包括ケアシステムの構築に向けて
課題を抱える自治体・介護事業者等に
対し、介護サービス等の⾼度化・生産
性の向上に資する新たな製品・サービス
を持つヘルスケア関連ベンチャー等との
マッチングイベントを開催。

地⽅⾃治体と⺠間企業との
ネットワーキング

管轄地域︓茨城県、栃木県、群馬県、
埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、⼭梨県、⻑野県、静岡県

キャラバン隊の結成

主な連携事業
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両局連携事業の内容

 超高齢社会における地域課題の解決と、ヘルスケアベンチャーの支援のために、様々な
取組を両局が連携して取り組む。

自治体・介護事業者等とヘルスケアベンチャーとのマッチングイベント

地域包括ケアシステムの構築に向けて課題を抱える自治体や介護事業者等に対し、
介護サービス等の⾼度化・生産性の向上にソリューションを持つヘルスケア関連ベンチャー
等によるマッチングイベントを開催。

【第一回】
令和元年10月11日(⾦) クロスヘルスEXPO2019（東京ビッグサイト）内にて開催
【第二回】
令和２年1月28日(火)〜29日(⾦) ケアショージャパン（東京ビッグサイト）内にて開催予定

キャラバン隊の結成及び専門家等による情報提供

関東信越厚生局とチーム（キャラバン隊）を結成し、地域包括ケアシステム
の構築を推進する⾃治体等を訪問し、地域が抱える課題の解決に資する厚⽣労働省
や経済産業省の関係施策等を紹介するとともに、専門家の活用等により、自治体の
取組を支援する。

都県

厚生局・経産局の
職員でチームを結成

市区町村

介護事業者等

課題や支援ニーズのヒアリング
支援施策の情報提供

⺠間企業地方自治体

製品・サービスの開発を推進する実
証

新たな販路の開拓

地域の社会課題解決
介護サービス等の⾼度化・⽣産性向

上

介護事業者等 支援機関・専門家

地域の社会課題解決を図るモデル事業の検討

⺠間企業等の⼒を活⽤して、認知症対策をはじめ、地域包括ケアシステムの構築において先進的な取組を進める自治体と連携し、
地域の課題解決や地域経済の活性化に資するモデル的な取組の創出を支援。
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福祉Mover（ソーシャルアクション機構）

 AIと連携した配⾞計画システム「福祉Mover」により、要介護者をはじめ、地域の交通
弱者の日常的な外出を支援する仕組み。

 地域のデイサービスの協⼒を得て、市内を⾛り回る送迎⽤⾞両の空席と、出かけたい交
通弱者を、リアルタイムでマッチング。好きな時間に、⾏きたい場所へ、ドアtoドアでお出か
け可能に。QOL向上と社会参加促進による介護予防効果が期待できる。

 自治体にとっては、大きな設備投資をすることなく、新たな公共交通網が整備可能に。

市内を走り回る協力デイサービス送迎車
「福祉Mover」の配車計画自動作成機能を用いて、毎日

の送迎業務を効率化することにより、地域における移動
支援ボランティアへの協力が容易に。

利用者
（要介護者等）

商店街で買い物したい
⾞いす対応⾞を希望

③ 配⾞要請
（⾞載タブレットPCにルート指示）

① ⾏き先や条件をスマホアプリ or コールセンターより依頼

② 条件に合う かつ、
本来業務（通所者送迎）に影響が少ない
⾞をAIが抽出

④ 配⾞され、ドアtoドアで目的地まで
（早ければ依頼から配⾞まで数分程度）

⑤ 利⽤者が「仲介料」を⽀払（運賃では無いため、⽩タク⾏為⾮該当）

☑ちょうど近くを通る
☑⾞いす対応可
☑利⽤者を迎え、商店街に連れて⾏っても、
本来業務（通所者送迎）への影響が少ない

自治体・社協 等

￥⑥ システム利⽤料を⽀払
（協⼒⾞両台数に応じて）

￥

④-2 送迎後、本来業務（通所者送迎）に復帰




